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1 はじめに 

 

阪神・淡路大震災においては,各種のボラ

ンティア活動や住民相互間の自主的な防災

活動が大きな役割を果たしたところであり,

これらに対する国民の関心も相当な高まり

を見せた。 

このため,災害対策基本法や防災基本計

画において,災害時におけるボランティア

活動に関する事項が位置づけられたほか,

防災関係機関を始め広く国民が,災害時に

おけるボランティア活動や自主的な防災活

動についての認識を深めるとともに,災害

への備えの充実強化を図ることを目的とし

て,毎年 1 月 17 日を「防災とボランティア

の日」,1 月 15 日～21 日の 1 週間を「防災

とボランティア週間」とすることが、昨年 12

月の閣議において了解されたところである。 

こうした状況の中,災害ボランティアに

関し,地方公共団体がその活動環境の整備

をどう進めていくか検討する上で参考とな

る調査がまとめられたので,以下に紹介す

る。 

 

 

 

2 災害時におけるボランティア活動に

関するアンケート調査 

 

本アンケートは,自治省消防庁防災課と

国土庁防災局震災対策課の共同で実施した

ものであり,平成 7 年 12 月全国都道府県及

び人口 1 万人以上の市区町村を対象に実施

した。 

(1)災害ボランティア活動の定義 

災害ボランティア活動の定義に関しては,

「行政からの依頼の有無にかかわらず,自

発的意志に基づく場合を対象」「無償活動」

と回答した自治体が多い。都道府県レベル

においては,自主防災組織と分けて考えて

いる自治体が多いのに対し市区町村レベル

においては含めて考えている自治体が多く,

また,都道府県レベルでは専門技術・技能の

確保としての位置づけが高いのに対し市区

町村はそれよりマンパワーの確保としての

位置づけが高くなっているなどの特徴も見

られた。 

(2)災害ボランティアに期待する活動 

災害時に期待される役割としては,「救援

物資の仕分け・運搬」「炊き出し」「老人の介

護」を多くあげているが,都道府県レベルで 

災害時のボランティア活動 

に関する調査検討について 

自治省消防庁防災課 
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は「医療」「通訳・手話通訳」「建物危険度判

定」など技術を要する活動への期待も高く

なっている(図 1)。 

(3)震災前・後の取り組みの変化 

阪神・淡路大震災の発生以前における取

り組みに関しては,ほとんどの自治体が「災

害ボランティアについて取り組んだことが

なかった」と回答しているが,阪神・淡路大

震災時におけるボランティア活動に対し,

ほとんどの自治体が「役に立った」と肯定的

な評価を示している。 

し か し , 震 災 後 の 取 り 組 み に つ い

て,35.6%の自治体が「取り組みが変わった」

としているが,62。9%の自治体は「取り組み

が変わらなかった」としている。 

ただし,都道府県レベルでは 82.9%が「変

わった」と回答しており,市区町村でも 10

万人以上の団体規模でみるとかなりの割合

で「変わった」と回答している(図 2)。 

 

取り組みの変化した内容としては,「地域

防災計画への位置づけ」が最も多くあげら 
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れている。 

今後,必要な取り組みにっいては,「災害

時の受入体制(受付・需給調整等)の整備」

「地域防災計画の修正」「福祉等一般ボラン

ティアの災害時の活用体制の整備」「関係団

体との連絡強化」をあげている(図 3)。 

(4)災害ボランティアの受入体制・募集 

災害時に備えて,71.0%の自治体が「対応

する部所の職員」「受入れ窓口の設置基準」

について決あておく必要があると考えてお

り,円滑な受入れ及び活用のために,カウン

ターパートの重要性を認識していることが

窺える。 

平常時の災害ボランティアの募集につい

ては,「行政と他の団体がともにボランティ

ア」を募集すべきであるとする自治体が半

数以上を占めており,募集分野については,

都道府県レベルでは専門技術分野の募集の

必要性を考えているのに対し,市区町村レ

ベルでは分野別に大きな差異は見られない。 

また,行政と特に関係が必要となるボラ

ンティアとしては,任意団体を多くあげて

いるが,このほか,都道府県レベルでは法人 

 

団体や企業,市区町村では個人・企業に対す

るニーズも高い。 

(5)災害ボランティァの活動計画 

災害ボランティアの円滑かつ効果的な活

動のために必要な計画としては,「災害時の

役割」「災害時の招集手段・方法」「情報収

集・伝達系統」を多くあげたほか,様々な計

画の必要性を示している。 

(6)災害ボランティァへの支援 

災害ボランティアによる円滑,効果的な

活動のために必要な支援としては,84.8%の

自治体において,「情報の提供」を,次いで,

「活動拠点の提供」をあげている。都道府県

レベルでは,「ボランティア保険料等の負担」

が,市区町村レベルでは「宿泊施設・食糧の

提供」をあげる割合が高いなどの特徴も見

られる(図 4)。 

(7)自主防災組織との関係 

災害ボランティアと自主防災組織の関係

については,「自主防災組織は災害初期の段

階で活動を行うが,その後は災害ボランテ

ィアと一緒に活動し,その中で役割分担を

行う」と考える自治体が多いが,都道府県レ

ベルでみると,「自分たちのまちで行う場合, 
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他の地域から出向いて活動する場合」と考

えている自治体が多い。 

(8)災害ボランティアの問題点 

災害ボランティアの問題点として,「活動

中の事故等の補償」「平常時の活動や維持が

難しい」「自主行動が原則で,法律等に当て

はめられない」などが多く指摘されている

(図 5)。 

(9)今後の取り組みへの期待 

(3)で述べたように,震災以前と震災後に

おいては,災害ボランティアに対する評価

は高まっているものの,取り組みが「変わら

なかった」と答えた自治体は多い。 

しかし,今後必要な取り組みや必要な計

画,受け入れ体制,支援などに対する回答を

みると,「変わった」自治体と「変わらなか

った」自治体双方において,同様の意向が示

されていることから,災害ボランティアの

施策はまさにこれからといった段階であり,

今後一層積極的な取り組みを期待するもの

である。 

 

 

3 災害ボランティアに関する補償制度

研究会中間報告 
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災害ボランティアのための補償制度の充

実を図るため,損害保険会社,地方公共団体

職員,及び自治省(地域政策室),消防庁(防

災課,震災対策指導室)からなる「災害ボラ

ンティアに関する補償制度研究会」を設け,

検討が行われ,このほどその中間報告が,次

のようにまとめられた。 

(1)補償制度の必要性 

現行のボランティア保険では,地震・津

波・噴火に伴う二次災害や余震等による事

故が起きた場合には補償が受けられず,今

回の震災においては,保険会社が急遽,天災

担保特約を設け対応したところである。 

このため,災害時にボランティアが安心

して活動できるよう,恒常的な新たな補償

制度の構築が求められる。 

(2)災害ボランティアのための補償制度の

課題 

第一に,活動を広く補償するため,地震,

津波,噴火などのほかできるだけ災害の範

囲を広くとらえる必要があること。 

第二に,活動の概念も広く弾力的にとら

えるべきであること。また,医師,看護婦,応

急危険度判定のように救援に際し,一定の

技能を有する者についての登録ボランティ

ア,学生のように発災後に現地活動を行う

こととなる緊急ボランティアと分類して考

える必要があること。 

第三に手続き面において,公的機関及び

ボランティアの手続き的負担の軽減を図る

必要があること。などをあげている。 

 

 

 

 

(3)災害ボランティアのための補償制度 

同研究会では災害ボランティアのための

補償制度として,国内旅行障害保険を活用

する方式やこれをベースに保険料の負担感

を緩和する方式等を検討の上,新たな保険

の仕組みの検討を提言している。 

新たな保険とは,1 年間を通じて補償する

低額の掛け捨ての保険で,補償期間中の活

動・訓練については何度でも補償となり,出

動,活動完了報告,保険料精算などの手続き

が不要であることが望ましいとしている。 

今後,一般向けのボランティア活動保険

の動向も踏まえつつ,こうした新たな補償

制度の構築について,検討をしていくこと

としている。 

 

 

4 まとめ 

 

消防庁においては,昨年 10月,災害救援ボ

ランティアの研修について協力等を要請し

たほか応急手当ボランティアの育成を図っ

ているところである。また,災害ボランティ

アの研修等についての財政措置を講じると

ともに,活動拠点の確保についても支援を

行うこととしている。さらに地方公共団体

における研修や災害時における受入れ・調

整窓口の設置等について対応マニュアルを

作成することとしており,今後とも,災害ボ

ランティア活動の一層の促進を図ってまい

りたい。 
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